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鳥取県医療勤務環境改善支援センターからのお知らせ

第99号

『労働者災害補償保険法における男女差の解消』

　 労働者災害補償保険法における男女差が問題

となった有名な事件がある。平成７年に金属溶解

作業中の労災事故により、京都府の男性が顔や首

など上半身中心に火傷を負った。複数回の手術を

含む治療を受けたものの右頬から顎部、頸部、胸

部、腹部の全域、右背部、右上肢の肘関節以下、

右下肢の膝関節以下等に痕跡が残った。平成16年

労働基準監督署長は症状固定と認定し、障害等級

11級の障害補償給付（上肢12級・下肢12級を併

合）という処分を行った。男性は、女性よりも障

害等級が低いのは男女平等を定めた憲法に反する

として国の労災補償給付処分取り消しを求めた。

審査請求・再審査請求を経た後、平成22年に京都

地裁判決は「不合理な差別的取り扱いで、違憲」

としこの処分を取り消した。国は控訴せずこの判

決は確定した。この訴訟においての被告（国）の

主張としては、外貌醜状障害が第三者に与える嫌

悪感や本人の精神的苦痛が男性に比して女性のほ

うが大きく就労機会の制約の程度が大きいこと、

労働力調査や国勢調査の結果をふまえると外貌が

影響しやすい接客業等への従事割合は男性に比し

て女性が多いといった統計に基づき、この男女に

よる外貌醜状の障害等級に差をもうけていること

には根拠があると述べていた。裁判官はそれらの

ことに一定の理解は示しつつ、そのような社会的

通念を顧慮しても、男女に５等級の差があるのは

差別的取扱いといえるという結論を出した。労災

補償保険法に基づく厚生労働省令では当時「外貌

に著しい醜状障害を残すもの」について、女性の

障害等級を７級、男性を12級と規定していた。７

級は平均賃金の131日分が年金として生涯にわた

り給付されるのに対し、12級は156日分を「一時

金」として１回支払われるのみであり（11級は

223日分の一時金）男女の格差は大きく、性別に

よる差別的取扱いと言わざるを得ない。

　この違憲判決の後『外貌に係る障害等級見直し

に関する検討会』が開かれている。その外貌に係

る障害等級表は労災保険法が昭和22年制定である

ことに加え、この等級表は昭和11年制定の労働者

災害扶助法施行令別表の規定をそのまま使用して

いることも論じられた。この判決時点で昭和11年

から74年経っている。医療技術は大きく向上して

おり、形成外科医療や美容医療等の進歩も著しい

ため労災障害の等級表の見直しの必要性が提案さ

れている。しかしながら医療技術の著しい向上が

あるにせよ、なお醜状の回復・軽減に至らない外

障害等級表

改　　　正　　　後 改　　　正　　　前

障害等級 身　体　障　害 障害等級 身　体　障　害

第７級 12　外貌に著しい醜状を残すもの 第７級 12　女性の外貌に著しい醜状を残すもの

第９級 11の２　�外貌に相当程度の醜状を残すもの
（新設） 第９級 ─

第12級
13　削除

14　外貌に醜状を残すもの
第12級

13　男性の外貌に著しい醜状を残すもの

14　女性の外貌に醜状を残すもの

第14級 10　削除 第14級 10　男性の外貌に醜状を残すもの



鳥取県医師会報　26．9　No.855

37

（今回の担当：医療労務管理アドバイザー　大谷史子　社会保険労務士）

《過去に掲載した記事は、勤改センターのホームページからも閲覧できます》

貌障害は存在する。外貌醜状の労働能力喪失率の

評価に関してアメリカ、ドイツ、フランス、イタ

リア等の取扱いとして、障害の評価は医師に委ね

られるものの、外貌障害の労働能力の損失率の中

間値が概ね30％となっており、これを参考にする

方向が検討された。これら諸外国を参考にすると

およそ重い外貌醜状による労働能力喪失率は30～

50％となる。この検討会の後、障害等級表は改定

され「外貌に著しい障害を残すもの」を７級「外

貌に相当な醜状を残すもの」を９級として新設

し、「外貌に醜状を残すもの」を12級とすること

になり、男性・女性の表記はなくなっている。

　次に遺族（補償）年金はどうであろうか。令和

８年７月労働者災害補償保険法等の一部を改正す

る法律が成立し、夫にのみ求められていた「55歳

以上で支給は60歳から」という支給要件は令和９

年４月から撤廃される。支給要件の男女間の差異

は違憲であるという訴訟は公務災害も含め複数提

起されていたが、その都度労働力人口の割合、平

均的な賃金差、雇用形態の差等を総合的に判断し

て妻と夫の差は憲法違反とはいえない、という結

論となっていた。

　厚生年金保険は労災保険より先に改定が決まっ

ていた。ただ実施は令和10年度から。遺族厚生年

金の男性のみに求められている支給要件は無くな

る一方、18歳年度末の子がいない場合の遺族厚生

年金は原則一律５年間のみの有期給付となる。こ

の部分は労災の遺族（補償）年金が厚生年金法と

足並みを揃えなかったところである。日本労働弁

護団の意見書では「遺族厚生年金とは異なり、労

災保険の遺族（補償）等年金は、損害の填補とし

ての性格を有するものであり、訴訟によらず迅速

に被災労働者及びその遺族への補償を図るという

趣旨もある」と述べており、現行の長期給付を維

持することが適当ということである。
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